
建設 

工期延長に関する間接工事費等諸経費動向調査 

（令和 2 年度竣工工事対象） 
 

⑥元請者用工期延長入力マニュアル 
Ver20.01 

本調査は、契約上の工期延長があった場合を対象としています。 

契約上の工期延長が無かった場合は対象外です。 
 

 

調査票提出先及び提出期限 

 

1）元請担当者 → 発注事務所等担当者 

（工事引き渡し日までに発注事務所等担当者へ提出及び 

調査票配布サイト（RepoBox）よりアップロードにて提出） 

 

2）発注事務所等担当者 

（工事完成日から 30 日以内に調査票配布サイト（RepoBox） 

よりアップロードにて提出。なお、本サイトは令和 3 年 3 月 

31 日まで運用を予定しています。それ以降は、発注担当事務 

所等で保管し、後日、提出となる予定です。） 

 
 

注）繰越等により令和 2 年度中に完了しなかった工事についても、調査は継続となりますので、

本調査票（令和 2 年度竣工工事対象）により提出してください。 

 
 本調査は、公共土木請負工事における諸経費率について、実態調査に基づく検討を行う目的で実施

するものです。この調査票に記入された内容を他に漏らすことや、他の目的に使用することは決して

ありませんので、事実をありのままに記入していただくようお願いいたします。 

 
 調査票を受領後、調査担当機関より記載事項について聞き取り調査を行うことがあります。その際、

根拠となった契約書等の提示を求めることがありますので、ご協力のほどお願いいたします。また、

調査票は令和 4年 3月末頃迄保管していただくようお願いいたします。 

 
＜調査票入力に関する問合せ先＞ 

 

一般財団法人 国土技術研究センター 

技術・調達政策グループ 

 

〒105-0001 

東京都港区虎ノ門 3－12－1（ニッセイ虎ノ門ビル 9 階） 

TEL 03－4519－5004 

FAX 03―4519－5015 

 

※問合せは、平日（祝日を除く月曜日～金曜日）の午前 9時 30分から 12時、午後 1時から 

午後 6時の間にお願いします。 

 
国 土 交 通 省 
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1 入力システム使用上の注意 

1-1 入力システムの事前準備 

パソコンのハードディスクに、調査票配布サイトよりダウンロードした入力システムをコピーし、

使用してください。 

作成するフォルダの場所及びフォルダ名は任意で構いません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハードディスク内のマイドキュメントに「諸経費動向調査」フォルダを作成し、 

入力システム（⑫元請者工期延長.xlsx）をコピーしたイメージです。 
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1-2 計算方法 

入力システムを操作する前に、以下の設定を必ず行ってください。 

※使用する Excel のバージョンにより、設定方法が違います。 

使用するパソコンの Excel バージョンを確認して、設定を行ってください。 

Excel バージョンは、「ヘルプ」メニューの『バージョン情報』を選択すると確認できます。 

 

1-2-1 「計算方法」の設定 

Excel2007 の場合 Excel2010 の場合 

① 計算方法を『自動』にする ① 計算方法を『自動』にする 

 

 

 

 

 

 

「Office ボタン」から「Excel のオプ
ション」を選択 

「Excel のオプション」内の「数式」
を選択後、ブックの計算の『自動』
を選択 

「ファイル」から「オプション」を選
択 

「Excel のオプション」内の「数式」
を選択後、ブックの計算の『自動』
を選択 



建設 

 3

 

Excel2013 の場合 

① 計算方法を『自動』にする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ファイル」から「オプション」を選
択 

「Excel のオプション」内の「数式」
を選択後、ブックの計算の『自動』
を選択 
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2 入力方法及び入力項目の内容 

入力システムの入力方法及び各入力シートの入力項目の内容について説明します。 
 

2-1 「開始画面」シート 

入力を進めていく上での簡単な注意事項が書かれています。 
入力するシートではありません。 
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2-2 「工事情報」シート 

工事名、請負業者名、工事請負金額等について入力します。 
 

以下の入力例を参考に、入力内容を確認して入力してください。 

 

2-2-1 入力例（工事情報シート） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2-2-2 入力項目（工事情報シート） 

項 目 内 容 

整理番号 調査対象工事の整理番号を入力してください。 
工事名 調査対象工事の工事名を入力してください。 

所管名（1） 予め設定されています。 

所管名（2） 

調査対象工事の発注機関（地方整備局等）を選択リストから選択してくだ

さい。 

注）該当するものが無い場合は、『その他：999』を選択してください。 

請負業者名 請負契約の受注者名を入力してください。 
フリガナを忘れずに振ってください。 

最終工事請負金額 
（消費税込） 最終契約時の工事請負金額（消費税込）を入力してください。 

工期延長の有無 工期延長の有無を選択してください。 

工期延長の理由 
工期延長の理由を選択リストから選択してください。 
注）該当するものが無い場合は、『その他』を選択し、具体的内容を入力し

てください。 
工期延長日数 工期延長日数を入力してください。 

 

T1

工事情報
整理番号 12345
工事名 〇〇〇〇工事
所管名（１） 1 1：国土交通省(建設)

所管名（２） 102 102：関東地方整備局

フリガナ ●●ｹﾝｾﾂ(ｶﾌﾞ)

請負業者名 ●●建設(株)

471,450 (単位千円)

工期延長の有無 有り

工期延長の理由 工事を一時中止したことによる工期延長

工期延長日数 30 （日）

最終工事請負金額（消費税込）

 『その他』の具体的内容
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2-3 「一般事項」シート 

受注者側の記入者について入力します。 
 

以下の入力例を参考に、入力内容を確認して入力してください。 

 

2-3-1 入力例（一般事項シート） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2-3-2 入力項目（一般事項シート） 

項 目 内 容 

メールアドレス 入力担当者のメールアドレスを入力してください。 

氏名 入力担当者の氏名を入力してください。 

役職名 入力担当者の役職名を入力してください。 

勤務先 入力担当者の勤務先を入力してください。 

TEL 入力担当者の勤務先電話番号を入力してください。 

FAX 
入力担当者の勤務先 FAX 番号を入力してください。 

FAX 番号が無い場合は、『なし』と入力してください。 

 
 

一般事項

Ⅰ 受注者側記入者
メールアドレス abc-def@gh.co.jp
氏名 元請　太郎
役職名 所長
勤務先 ●●建設（株）
TEL 123-456-7890 （例1234-1111-2222)

FAX 123-456-7899 （例1234-1111-3333)
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2-4 「受注１」シート 

契約上の工事一時中止となった中止の種類、中止理由及び中止時期について入力します。 
 

以下の入力例を参考に、入力内容を確認して入力してください。 

 

2-4-1 入力項目（受注１シート） 

項 目 内 容 

a.工事一時中止の種類 

工事一時中止の種類を下記の 4項目から選択し、工期延長日数及び中

止工種について入力してください。 

1.工事全体が一時中止になり工期を延長した。 

2.工事の一部工種が一時中止になり、工期を延長した。 

3.工事の一部工種が一時中止になったが、工期の延長はなかった。 

4.工事全体及び工事の一部工種が一時中止になり工期を延長した。 

b.工事一時中止の理由 

工事一時中止の理由を下記の 7項目から選択してください。 

1.地元との協議 

2.警察等との協議 

3.官公庁等との協議 

4.地下埋設物等の処理 

5.予測できなかった地質等の変化 

6. 新型コロナ感染拡大防止 

7.その他 

注）選択した各項目の具体的な中止理由を入力してください。 

c.工事中止時期について 

工事一時中止時期を下記の 3 項目から選択してください。 

1.工事発注初期段階 

2.工事最盛期 

3.工事終了段階 
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2-4-2 入力例（受注１シート） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（受注者担当者で記入　１／２）

ａ．工事一時中止の種類

工事一時中止の種類について 3

選択項目

１．工事全体が一時中止になり工期を延長した。

２．工事の一部工種が一時中止になり、工期を延長した。

３．工事の一部工種が一時中止になったが、工期の延長はなかった。

４．工事全体及び工事の一部工種が一時中止になり工期を延長した。

「１．工事全体が一時中止になり工期を延長した。」を選んだ場合、回答してください。
入力不要です。

工期延長日数 日

「２．工事の一部工種が一時中止になり、工期を延長した。」を選んだ場合、回答してください。
入力不要です。

工期延長日数 日

入力不要です。

一時中止工種

「３．工事の一部工種が一時中止になったが、工期の延長はなかった。」を選んだ場合、回答してください。

一時中止工種 仮設工

「４．工事全体及び工事の一部工種が一時中止になり工期を延長した。」を選んだ場合、回答してください。
入力不要です。

日

入力不要です。

日

入力不要です。

一時中止工種

ｂ．工事一時中止の理由

工事一時中止の理由を、次の６項目から選択し、番号を選択するとともに、その具体的内容についても下記の回答欄に記入してください。

選択項目 左記より番号を選択

1

Ｃ．工事中止時期について
工事一時中止時期を下記表より選択してください。

選択項目 左記より番号を選択

１．工事発注初期段階

２．工事最盛期

３．工事終了段階

工事一時中止に関する調査

工事一時中止の種類を、次の４項目から選択し、番号を選択するとともに、工期延長日数を回答欄に入力してください。

※施工途中において、当初予期していなかった事態が発生し、工事を一時中止した場合、次の質問への回答をお願いします。

３．官公庁等との協議

工事全体の一時中止による
工期延長日数

一部工種の一時中止による
工期延長日数

１．地元との協議

２．警察等との協議

具体的内容

工事用地未買収のため、一時中止

４．地下埋設物等の処理

５．予測できなかった地質
等の変化

６．新型コロナ感染拡大
防止

7．その他
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2-5 「受注２」シート 

工事一時中止に伴う増加費用等の範囲は、下記の現場維持等に要する費用及び本支店における増

加費用です。 

 

・現場維持等に要する費用 

A.工事現場の維持に要した費用 

B.工事体制の縮小に要した費用 

C.工事の再開・準備に要した費用 

・本支店における増加費用 

 

以下の入力例を参考に、入力内容を確認して入力してください。 

 

2-5-1 入力項目（受注２シート） 

項 目 内 容 

A.工事現場の維持に 

要した費用 

中止期間において工事現場を維持し、または工事の続行に備えて機

械器具、労務者または技術職員（専門職種も含む）を保持するために

必要とされる中止期間中に要した費用。 

B.工事体制の縮小に 

要した費用 

中止時点における施工体制から中止期間中の工事現場の維持体制に

まで体制を縮小するため、必要となった機械器具、労務者または技術

職員の配置転換等、工事体制縮小時に要した費用。 

C.工事の再開・準備に 

要した費用 

工事の再開予告後、工事を再開できる体制にするため、工事現場に

再投入される機械器具、労務者、または技術職員の転入等、工事の再

開準備時に要した費用。 

合計（A＋B＋C） 上記の「A～C」の合計が自動算出されます。 

 
注１）現場維持等に要する費用は、上記の『A～C』の該当する項目の工事費内訳の各費目に入力

してください。 

注２）本支店における増加費用は、上記の『A～C』の該当する項目の『③一般管理費等』に入力

してください。 
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2-5-2 入力例（受注２シート） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（受注者担当者で記入　２／２）

工事一時中止に関する設計変更額算出調書

※元請・下請の合算金額を入力して下さい（外注一般管理費は下請のみの金額を入力）。

工事費内訳 注）消費税抜きで記入してください ※諸経費動向調査(元請.xlsx)の金額の内数を入力して下さい。 （単位　千円）

費　　目

① 直接工事費 0 0 0 0

(１) 材料費 0 0 0 0

(２) 労務費等 0 0 0 0

イ 労務費 0 0 0 0

ロ 交通誘導警備員A 0 0 0 0

ハ 交通誘導警備員B 0 0 0 0

(３) 機械器具等損料 0 0 0 0

(４) 貸与機械等現場修理・管理費(官貸与) 0 0 0 0

(５) 直接経費 0 0 0 0

イ 特許使用料 0 0 0 0

ロ 光熱電力使用料 0 0 0 0

(６) 特殊経費 0 0 0 0

イ 処分費 0 0 0 0

ロ 上・下水道料金 0 0 0 0

ハ 有料道路利用料 0 0 0 0

② 間接工事費 512 0 0 512

(１) 共通仮設費 100 0 0 100

イ 運搬費 0 0 0 0

Ａ 機器材 0 0 0 0

1) 仮設材① 0 0 0 0

2) 仮設材② 0 0 0 0

3) 仮設材③ 0 0 0 0

4) 敷鉄板① 0 0 0 0

5) 敷鉄板② 0 0 0 0

6) 敷鉄板③ 0 0 0 0

7) 敷鉄板④ 0 0 0 0

8) 橋梁等架設支保工 0 0 0 0

9) 橋梁用架設タワー等 0 0 0 0

10) 橋梁用仮設桁設備 0 0 0 0

11) 積み込み取り卸し費 0 0 0 0

12) トンネル用スライドセントル 0 0 0 0

13) その他① 0 0 0 0

14) その他② 0 0 0 0

Ｂ 建設機械Ⅰ 0 0 0 0

1) 貨物自動車等 による運搬 0 0 0 0

2) 自走による運搬 0 0 0 0

3) 日々回送による運搬 0 0 0 0

4) 現場内小運搬 0 0 0 0

Ｃ 建設機械Ⅱ 0 0 0 0

1) 貨物自動車等 による運搬 0 0 0 0

2) 自走 による運搬 0 0 0 0

3) 現場内小運搬（内分解組立費） 0 0 0 0

ロ 準備費 0 0 0 0

Ａ 準備・測量等 0 0 0 0

Ｂ その他 0 0 0 0

ハ 事業損失防止施設費 0 0 0 0

ニ 安全費 0 0 0 0

Ａ 安全管理費 0 0 0 0

1)
工事区域内全般の安全管理上の監視、あるいは連絡等に要

した費用
0 0 0 0

2) 不稼働日の保安要員等の費用 0 0 0 0

3)
標示板、標識、保安燈、防護柵、バリケード、架空線等事故防止対

策簡易ゲート、照明、仮設信号機等の安全施設類の設置、撤去、

補修に要した費用及び使用期間中の損料
0 0 0 0

4)
夜間工事その他、照明が必要な作業を行う場合における照

明に要した費用
0 0 0 0

5) 酸素欠乏症の予防に要した費用 0 0 0 0

6) 河川、海岸工事における救命艇に要した費用 0 0 0 0

7) 粉塵作業の予防に要した費用 0 0 0 0

8)
長大トンネル等における防火安全対策に要した費用（工事用

連絡設備費含む）
0 0 0 0

9) 安全用品等の費用 0 0 0 0

10) 安全委員会等に要した費用 0 0 0 0

11)
「山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対策に係

るガイドライン」における設備的防護対策に要した費用
0 0 0 0

Ｂ 交通誘導警備員等 0 0 0 0

1) 交通誘導警備員Ａ 0 0 0 0

2) 交通誘導警備員Ｂ 0 0 0 0

Ｃ 鉄道空港安全管理 0 0 0 0

Ｄ 高圧作業予防 0 0 0 0

Ｅ 航路安全標識・警戒船 0 0 0 0

Ｆ ダム発破・監視費 0 0 0 0

Ｇ トンネル工事における呼吸用保護具 0 0 0 0

H 塗料かき落とし作業における呼吸用保護具 0 0 0 0

I 切羽変位計測 0 0 0 0

J 墜落制止用器具（フルハーネス）費用 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

ホ 役務費 100 0 0 100

Ａ 土地の借上費 100 100

Ｂ 電力用水等基本料 0 0 0 0

ヘ 技術管理費 0 0 0 0

Ａ 品質管理費等 0 0 0 0

Ｂ 特殊な品質管理 0 0 0 0

Ｃ 現場条件等費用 0 0 0 0

Ｄ 各種調査等 0 0 0 0

Ｅ 各種台帳等 0 0 0 0

Ｆ ＩＣＴ建設機械 0 0 0 0

Ｇ その他 0 0 0 0

ト 営繕費 0 0 0 0

Ａ 建物費 0 0 0 0

1)
労務者宿舎の設置・撤去、維持修繕（運搬費、電灯、水
道、ガスの諸施設含む）に要した費用

0 0 0 0

2)
現場事務所、試験室、倉庫、材料保管場所等の設置・
撤去、維持修繕（運搬費、電灯、水道、ガスの諸施設含
む）に要した費用

0 0 0 0

Ｂ 借上費 0 0 0 0

1)
労務者宿舎の敷地の借上げに要した地代及び建物を建
築する代わりに貸ビル、マンション、民家等を長期借上
げに要した費用

0 0 0 0

2)
現場事務所、試験室、倉庫、材料保管場所等の敷地の
借上げに要した地代及び建物を建築する代わりに貸ビ
ル、マンション、民家等を長期借上げに要した費用

0 0 0 0

Ｃ 宿泊費 0 0 0 0

Ｄ 労働者送迎費 0 0 0 0

Ｅ 監督員詰所等 0 0 0 0

Ｆ 通常トイレ費用 0 0 0 0

G 快適トイレ費用 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

チ 現場環境改善費 0 0 0 0

Ａ 仮設備関係 0 0 0 0

Ｂ 営繕関係 0 0 0 0

Ｃ 安全関係 0 0 0 0

Ｄ 地域連携 0 0 0 0

Ｅ その他 0 0 0 0

リ 新型コロナウイルス感染拡大防止対策費用 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

(２) 補償費 0 0 0 0

(３) 現場管理費 412 0 0 412

イ 労務管理費 0 0 0 0

ロ 安全訓練等費用 0 0 0 0

Ａ 安全・衛生に要した費用 0 0 0 0

Ｂ 研修訓練等に要した費用 0 0 0 0

C 外国人労働者の技能実習に要した費用 0 0 0 0

ハ 租税公課 0 0 0 0

ニ 社員等従業員給料手当 350 350

ホ 退職金 12 12

ヘ 保険料 0 0 0 0

Ａ 火災保険 0 0 0 0

Ｂ 工事保険 0 0 0 0

Ｃ 自動車保険 0 0 0 0

Ｄ 組立保険 0 0 0 0

Ｅ その他労災保険（法定外を含む） 0 0 0 0

Ｆ その他損害保険 0 0 0 0

ト 法定福利費 50 0 0 50

Ａ 労災保険料 0 0 0 0

Ｂ 雇用保険料 25 25

Ｃ 健康保険料（介護保険料含む） 25 25

Ｄ 厚生年金保険料（児童手当拠出金含む） 0 0 0 0

Ｅ 建退共制度掛金 0 0 0 0

Ｆ 船員保険料 0 0 0 0

チ 福利厚生費 0 0 0 0

リ 補償費 0 0 0 0

ヌ 通信交通費 0 0 0 0

ル 交際費 0 0 0 0

ヲ 事務用品費 0 0 0 0

ワ 動力・用水光熱費 0 0 0 0

カ 工事実績登録費 0 0 0 0

ヨ 公共事業労務費調査 0 0 0 0

タ その他（天候デリバティブ費用） 0 0 0 0

レ 新型コロナウイルス感染拡大防止対策費用 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

ツ 外注経費 0 0 0 0

(４) 0 0 0 0

イ 0 0 0 0

ロ 0 0 0 0

③ 一般管理費等 0 0 0 0

④ 0 0 0 0

⑤ 別途調査等工事価格 0 0 0 0

⑥ 合計 512 0 0 512

鋼橋等工場製作費
（電気通信設備工事の場合は、機器単体費）

機器間接費

合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
Ｂ．工事体制の縮小に要し

た費用

Ｃ．工事の再開・準備に要

した費用

Ａ．工事現場の維持に要し

た費用

技術者間接費
（電気通信設備工事の場合）

機器管理費
（電気通信設備工事の場合）

K

H

ヌ

ソ


